
第 58 回（平成 24 年）鹿島市成人式実施要項 

 

１．趣旨 「国民の祝日」としての「成人の日」は、大人になったことを自覚し、自ら生き抜こ

うとする青年を祝い励ますことをねらいとして定められている。この「成人の日」に、

鹿島市全体で新成人をお祝いし、共に喜びを分かち合うことを基本的なねらいとして

成人式を挙行する。（ただし、開催日は「成人の日」の前日の日曜日に実施する。）  

これにより、「ふるさと鹿島」に対する郷土愛を高め、青年の想像力と連帯感を培う

ことができるような成人式にしたい。 

 

２．日時 平成２４年 1 月 8 日（日） 

１３：００～受付開始 

１４：００～開式 

３．主催 鹿島市・鹿島市教育委員会 

 

４．会場 鹿島市民会館 大ホール 

鹿島市大字納富分２６４３－１  TEL：０９５４－６３－２１０５ 

※ 市民会館の耐震診断の結果次第では、会場が変更になる可能性あり。 

 

５．対象者 平成３年４月２日から平成４年４月１日に生まれた市内に居住する者、及び鹿島市で

の成人式参加を希望する者。 

 

６．内容 第１部 記念式典  

 開式の言葉 鹿島市教育長 

 国歌斉唱  

 鹿島市民の歌斉唱  

 鹿島市民憲章宣言  

 市長式辞 鹿島市長 

 記念品贈呈 鹿島市副市長 

 来賓の祝辞  

 来賓の紹介  

 祝電披露  

 新成人決意の言葉  

 閉式の言葉 鹿島市教育委員長 



第２部 スライドショー 

 小学校、中学校卒業時写真のスライドショーを行なう。スライドショ

ー終了後に、恩師に登壇してもらい、一言ずつ祝辞をもらう。 

 

第３部 記念撮影 写真組合 

   
 

７．その他 聴覚のご不自由な方のために、手話通訳を設ける。 

 

 

 

 



№ 受付日 提案者

【政策を採用した場合】

④　庁議による決定（いつ実施するか）

⑤　補正予算又は当初予算への計上［第９条第１項］

⑥　事業の実施［第９条第２項］

　　※担当課長が出席し、意見書の補足説明を行う。採用するかしないかを決定。

　　※採用しない場合は理由を付して通知［第８条］

①　担当課での意見書の作成・提出（1ヵ月以内を目安）［第５条］

②　審査会（部長会議）での採否決定（１２月以降月１～２回開催）［第６条］

③　提案者あて採否決定通知書

　　※内容の検証及び当該提案が採用された際に予算計上に必要な事業費の確認など。

提案のあった政策の名称と概要

有事放送の確実について

3

「地産・地生活拡大事業」推進のためのシンクタンク（企画組織）の設置

市民参加型　仮称“だれでもアート発表館（ピオ３階）構想”

自然と歴史のまち鹿島再発見

自立循環型スマートシティに資する基盤構築のための政策提案
－つくる＋おくる＋つかう=安心－

鹿島の「水」の宣伝

市民政策提案制度の受付状況

■事務の流れ　※［　］は鹿島市民政策提案制度実施要綱による規定

夢を実現できる町・鹿島【バンビアイランド】

⇒現在聞こえないことからの既存事業（防災無線設備）の増設要望のため、制度に
は非該当。要望事項として総務課で直接処理する。

1 H23.10.3 市民

2 H23.10.5
⇒一次・二次・三次産業毎に３～５年程度、外部にシンクタンクを設置し、行政とタイ
アップしながら実践していく。

市民

H23.10.5 市民
⇒企業誘致対策の充実、隣県に中木庭ダムの水を売る提案。政策名と内容が異な
る。

4 H23.10.24 市民
⇒日本一の干満の差が大きい有明海の潮位差を利用した発電の研究・開発・事業化。

独居老人の減少対策

潮位差発電（世界一をめざす）

H23.10.31
⇒自然の恵みの有効活用（水がおいしいところとして関心を高める、鹿島の水の生
産）、今あるものの活用（観光資源など）。

5 H23.10.26
⇒幼児から高齢者までだれでも楽しめる発表や展示スペース、音楽ホールをピオ３
階に市で整備し、民営する。

市民

6 H23.10.31 市民
⇒豊かな自然と歴史のある鹿島市に市民が住んでよかったと思えるような学習やイ
ベントの実施。例えば世界一になった鹿島の酒についてのシンポジウムなど。

9 H23.11.7
⇒空き店舗を有効活用し、市が一括して出店者を募集し地域活性化を図る。開業資
金や家賃の補助により夢を実現できる町（鹿＝バンビ・島＝アイランド）を目指す。

市民

市民

7 H23.10.31 市民２人
⇒市役所で発電・送電し出先機関や公用車により消費する、休耕地にメガソーラー
を設置し市街地へ送電するなど、サイクル構築を目指したエネルギー施策の提案。
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鹿島市訓令甲第４２号 

 

 

   鹿島市民政策提案制度実施要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市政全般に関して市民自らが発案した創意工夫を気軽に提案できる制度を確

立することにより、協働のまちづくりを図り、もって市民福祉の向上に資することを目的とする。 

（提案内容） 

第２条 提案できる内容は、具体的かつ建設的なもので、次に掲げる事項に関するものとする。 

⑴ 鹿島市があらかじめ定める内容に関すること。 

⑵ 市民サービスの向上につながる施策に関すること。 

⑶ 市政運営の改善（行政事務の見直しなど）に関すること。 

⑷ 経費の節減に関すること。 

⑸ その他、まちづくりに関すること。 

（提案者） 

第３条 前条の提案は、個人・法人を問わず何人も行うことができるものとする。 

（提案の方法） 

第４条 提案しようとする者は、鹿島市民政策提案書（様式第１号。以下「提案書」という。）に

住所及び氏名（法人にあっては、所在地、名称及び代表者氏名）を記入の上、市長に提出するも

のとする。 

（意見書の提出） 

第５条 市長は、提案書の提出があったときは、当該提案事項に関する事務を所掌する課に送付し、

当該所属長は、鹿島市民政策提案書に対する意見書（様式第２号）を市長に提出しなければなら

ない。 

（審査会） 

第６条 提案の採否を審査する審査会（以下「審査会」という。）は、意志決定及び連絡調整並び

に情報伝達機関設置要綱（平成10年訓令甲第18号）第4条に規定する部長会議をもって審査する。 

２ 審査会は、前条の意見書を考慮して審査を行うものとし、必要に応じ当該意見書を提出した所

属長を出席させることができるものとする。 

（審査の基準） 

第７条 審査会は、第２条に該当する提案について、次の審査基準に基づき総合的に審査する。 

⑴ 公益性 不特定多数の人々の利益につながる事業であること。 

⑵ 有効性 市民満足度が高まり、成果・効果が期待できる事業であること。 

⑶ 実現性 具体的で実現可能な事業であること。 

⑷ 的確性 地域の社会的課題やニーズを的確に捉えた事業であること。 

⑸ 協働性 市民と行政の適切な役割分担のもと協働による相乗効果が期待できる事業であるこ 



 と。 

（採否の通知） 

第８条 市長は、採否の結果について、鹿島市民政策提案採否結果通知書（様式第３号）により提

案者に通知するものとする。ただし、第２条に該当しない提案については、その理由をもって不

採用の通知に代えることができる。 

（提案事業の実施） 

第９条 市長は、採用を決定した提案について、事業実施担当課を定め、事業実施に必要な措置を 

 講ずるものとする。 

２ 事業実施担当課は、その提案事業の実施状況及び効果等について、市長に報告するとともに、 

 市民に公表するものとする。 

（提案に伴う諸権利） 

第１０条 この要綱による提案に関するすべての権利は、鹿島市に帰属するものとする。 

（庶務） 

第１１条 鹿島市長への政策提案に関する庶務は、企画課において処理する。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 












